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経
済
産
業
省
告
示
第
四
十
号

実
用
発
電
用
原
子
炉
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
五
十
三
年
通
商
産
業
省
令
第
七
十
七
号
）
第
九
条
第

二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
の
特
に
や
む
を
得
な
い
緊
急
の
場
合
に
係
る
実
用

発
電
用
原
子
炉
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
の
規
定
に
基
づ
く
線
量
限
度
等
を
定
め
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定
め

る
。

平
成
二
十
三
年
三
月
十
五
日

経
済
産
業
大
臣

海
江
田
万
里

平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
の
特
に
や
む
を
得
な
い
緊
急
の
場
合
に
係
る
実
用
発
電
用
原
子
炉
の

設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
の
規
定
に
基
づ
く
線
量
限
度
等
を
定
め
る
告
示

平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
つ
い
て
原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
五
十

六
号
）
第
十
五
条
第
二
項
の
原
子
力
緊
急
事
態
宣
言
が
な
さ
れ
た
日
か
ら
同
条
第
四
項
の
原
子
力
緊
急
事
態
解
除
宣
言

が
な
さ
れ
た
日
ま
で
の
間
、
同
法
第
十
七
条
第
八
項
に
規
定
す
る
緊
急
事
態
応
急
対
策
実
施
区
域
に
お
い
て
、
特
に
や

む
を
得
な
い
緊
急
の
場
合
は
、
実
用
発
電
用
原
子
炉
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
の
規
定
に
基
づ
く
線
量
限
度
等

を
定
め
る
告
示
（
平
成
十
三
年
経
済
産
業
省
告
示
第
百
八
十
七
号
）
第
八
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
実
用
発
電
用
原

子
炉
の
設
置
、
運
転
等
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
五
十
三
年
通
商
産
業
省
令
第
七
十
七
号
）
第
九
条
第
二
項
の
経
済
産
業

大
臣
の
定
め
る
線
量
限
度
は
、
実
効
線
量
に
つ
い
て
二
百
五
十
ミ
リ
シ
ー
ベ
ル
ト
と
す
る
。

附

則

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
三
年
三
月
十
四
日
か
ら
施
行
す
る
。
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